
【申し込み】
とっとり電子申請サービス
で入力をお願いします。

2023年度へ間に合わせる！

脱炭素
補助金
セミナー

【主催・問合せ】
鳥取県生活環境部 脱炭素社会推進課 担当:千葉
0857-26-7879 datsutanso@pref.tottori.lg.jp
申込URL https://s-kantan.jp/pref-tottori-u/offer/offerList_detail.action?tempSeq=7202

国の補助金は補助額が大きくて魅力的だけど難解！
気付いたら申請時期が終わってた！
なんてことありませんか？

国は来年度の脱炭素関連の支援を大きく拡充します。環境省・経済産業省
にまたがる複雑な脱炭素関連の補助金を、申請サポートのスペシャリスト
が分かりやすく解説します。

★中小企業が自社の脱炭素のため来年度に向けて
いま何をしたら？

★自治体・金融機関がサポートできることは？
が分かるセミナーです。

【日時】
R5年1月16日(月)
14:00～15:30
(申込〆切:１/１６正午)

【会場】
オンライン会議(Webex)

【対象】
県内企業・団体・自治体等

・参加無料・要申込
・申込は上のQRから

2050年CO2ゼロ！

ここを分かりやすく解説👍

✓脱炭素経営の動向

✓R5脱炭素関連の補助金

✓知っておきたいｽｹｼﾞｭｰﾙ感

✓採択の傾向と対策

✓ニーズ別活用メニュー

✓鳥取県の支援策

【講師紹介】
（株）エネルギーソリューションジャパン 代表取締役 田崎剛史（たさきつよし）様
エネルギー管理士 ／ エネルギー診断プロフェッショナル
九州大学大学院地球資源システム工学専攻後、DOWAホールディングス（株）で非鉄リサイクル、
サーマルリサイクル業務に従事、福岡県のベンチャー企業、オムロンフィールドエンジニアリング（株）
での環境事業立上げを経験。 2015年（株）エネルギーソリューションジャパンを設立し、
代表取締役に就任。同社は、エネルギー診断、脱炭素診断、計画策定、補助金申請等の支援により、
企業の脱炭素化をサポートしている。中小企業・自治体担当者向けの基礎から分かる脱炭素オンライン
セミナーが好評。 https://www.es-jpn.com/

会議の
URLを
送ります。

1/16
14時～
開催

mailto:datsutanso@pref.tottori.lg.jp
https://s-kantan.jp/pref-tottori-u/offer/offerList_detail.action?tempSeq=7202
https://www.es-jpn.com/


ニーズからひもとくR5脱炭素関連補助金
※表記しているのは一部です。セミナーではいくつかのおすすめ補助金を整理して解説します。

何から始めて
良いか分からない

省エネ設備へ
更新したい

再エネを使いたい

商用車の低排出化
EVを非常用電源と
して使いたい

ニーズ 対策 支援メニュー例

省エネお助け隊

省エネ最適化診断
（省エネ・再エネ組合せ提案）

中小機構のカーボンニュートラル
オンライン相談窓口

現状把握、
省エネについて相談する

専門家に無料相談する

IT導入補助金

設備を効率的に
使いたい 排出量算定やEMSなど

ITを導入する

ものづくり・商業・サービス生産性
向上促進補助金（グリーン枠）

省エネルギー・需要構造転換支援
事業補助金

省エネ設備へ更新

脱炭素の新製品開発、
生産性向上の設備投資

再エネ100宣言 RE Action
補助金 （省エネ設備導入）

CEV補助金

充電インフラ補助金

対象車種のEVを購入

再エネ100宣言 RE Action
補助金（EV導入）

再エネ100宣言 RE Action
補助金（充電設備導入）充電器、V2Hを設置

再エネ電力を購入
グリーン電力証書を購入

太陽光パネルを購入 再エネ100宣言 RE Action
補助金（太陽光発電設備導入）

太陽光PPA

事業再構築補助金
（グリーン成長枠）

CO2削減につながる
事業・製造法へシフトする

事業を見直し
グリーン分野で
成長したい

建物を省エネする

【支援メニュー分類】
赤枠 ・・・鳥取県
黒枠 ・・・経済産業省
青枠 ・・・環境省

冷凍冷蔵機器の脱フロン・脱炭素
化推進事業補助金

SHIFT事業(工場・事業場における
先導的な脱炭素化取組推進事業)

建築物等の脱炭素化・レジリエンス
強化促進事業補助金

需要家主導による太陽光発電導入
加速化補助金

その他再エネを利用

住宅・建築物需給一体型等
省エネルギー投資促進事業（ZEB）

地域レジリエンス・脱炭素化を同時
実現する公共施設への自立・分散
型エネルギー設備等導入推進事業

民間企業等による再エネ主力化・レ
ジリエンス強化促進事業補助金

※県脱炭素社会推進課が参考資料として作成


